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企業物価指数・2020 年基準改定結果 

―― 改定結果の概要と 2020 年基準指数の動向 ―― 

■要 旨■ 

日本銀行は、今般、企業物価指数の 2020 年基準改定（現行の 2015 年基準指数

から 2020 年基準指数への移行）を実施し、6月 10 日に公表を予定している企業

物価指数の 5月速報から、2020 年基準指数の公表を開始します。 

今回の基準改定では、重点的に取り組むテーマとして、①「経済・産業構造の

変化への対応」、②「物価指数作成の効率化・高度化に向けた取り組み」、③FD-

ID 指数の新設を含む「集計指数の再編」、④「新型コロナウイルス感染症に関連

する検証」を掲げ、2020 年基準指数に反映しました。その結果、採用品目数が

909 品目、調査価格が 6,888 となるほか、国内企業物価指数の採用商品カバレッ

ジが 81.3％と 2015 年基準指数と同様に高水準を維持しました。 

今回の基準改定に伴う新規品目として、①自動車の電動・電装化の加速を背景

に需要が増大している「センサデバイス」の国内生産者価格や輸出価格、②環境

問題への意識の高まりを受けて新興国で需要が拡大している「触媒」の輸出価格、

③コロナ禍で急激な市場の拡大がみられた「医療・衛生用ゴム製品（ゴム手袋）」

の輸入価格などの動向が明らかになります。また、新しい需要段階別指数である

FD-ID 指数の定期公表によって、財・サービス価格を統合したわが国経済全体の

価格変動圧力や、生産フローの川上から川下にかけてのステージ別の価格変動

の波及プロセスを把握することができるようになります。 

2020 年基準の国内企業物価指数の総平均指数および前年比の動向をみると、

2015 年基準指数と概ね同様の動きとなっています。やや子細にみれば、新基準

における総平均の前年比は幾分下振れており、その下振れ幅は、2021 年 1 月か

ら 2022 年 3 月の平均で▲0.3％ポイントとなっています。これは、2021 年以降、

国際商品市況の上昇等に伴い価格が上昇した類別「石油・石炭製品」「化学製品」

において新基準でのウエイトが低下したことが、この下振れに寄与しています。 

今回の見直しの過程では、数多くの企業に調査へのご協力をいただいたほか、

多数の有識者から有益なご意見をいただきました。日本銀行では、今後とも、企

業やユーザーとの意見交換を緊密に行うとともに、物価統計の改善に向けて不

断に検討を重ねてまいります。  
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１．はじめに 

日本銀行（物価統計作成部署である調査統計局、以下同じ）は、企業物価指数

（CGPI、Corporate Goods Price Index）について、2020 年基準改定（現行の 2015

年基準指数から、2020 年基準指数への移行）を実施します1。本稿で改定結果の

概要をお示しした後、6 月 10 日に公表を予定している企業物価指数の 5 月速報

から、現行の 2015 年基準指数（以下、旧基準指数）に代えて、2020 年基準指数

（以下、新基準指数）の公表を開始します。 

日本銀行では、今回の基準改定にあたり、2021 年 3 月に「企業物価指数・2020

年基準改定の基本方針」を公表して皆様のご意見を広く募集しました。その後、

各方面からいただいた貴重なご意見・ご提案を踏まえ、2021 年 12 月に「企業物

価指数・2020 年基準改定の最終案」（以下、「最終案」）を公表しました。そこで

は、新基準指数の調査対象範囲や、国内企業物価指数（PPI）、輸出物価指数（EPI）、

輸入物価指数（IPI）から構成される基本分類指数の体系について、旧基準指数

を踏襲することとしました。そのうえで、指数基準の更新（2015 年から 2020 年

への変更）およびウエイト更新を実施するとともに、今回の基準改定において重

点的に取り組むテーマとして、①「経済・産業構造の変化への対応」、②「物価

指数作成の効率化・高度化に向けた取り組み」、③FD-ID 指数の新設を含む「集

計指数の再編」、④「新型コロナウイルス感染症に関連する検証」の 4 点を掲げ、

新基準指数に反映することとしました（図表 1）。 

以下では、新基準の企業物価指数について、品目数やウエイト等の概要（第 2

節）、見直しを行った個別品目指数の動向（第 3 節）を説明したうえで、総平均

指数の変化に関する分析（第 4 節）を行います。また、新設する FD-ID 指数の

動向（第 5 節）、今後の公表スケジュール（第 6 節）についても、説明します。 

 

                                                   

1 CGPI では、5 年ごとに実施する基準改定において、指数基準年（指数水準を 100 とする

年）の更新、総平均の内訳項目（類別や品目）のウエイトの更新、品目改廃（品目の新設、

廃止、分割、統合等）に加え、調査対象商品の見直し、価格調査方法の改善などを行ってい

ます。 

CGPI では、調査先企業から聴取する価格データと品質を構成する各種諸条件に関するデ

ータをまとめて「調査価格」と呼び、それらを集計して作成・公表している指数の最小単位

を「品目」と呼んでいます。新規品目の設定をはじめとした「品目改廃」は、基本的に、5

年ごとの基準改定のタイミングで行います。一方、「調査対象商品の見直し」や「価格調査

方法の改善」は、主として、既存品目内の調査価格構成を変更することで対応するため、基

準改定時に加え、基準改定以外の時期においても、適宜実施しています。 
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２．2020 年基準指数の概要 

本節では、新基準指数における調査の品目数やカバレッジを概観した後、旧基

準指数からのウエイトの変化について説明します。 

 

２－１．品目数とカバレッジ 

今回の基準改定では、「最終案」でもお示ししたとおり、わが国の経済・産業

構造の変化等を踏まえ、5品目（国内企業物価指数1品目、輸出物価指数2品目、

輸入物価指数2品目）を新規品目として採用しました（図表2）。また、品目分割

により2品目（輸入2品目）が増加しました。一方、品目分類編成の設定方針の見

直しを主因として、廃止・統合品目が増加しました2。具体的には、102品目（国

内85品目、輸出7品目、輸入10品目）を廃止し、品目統合により209品目（国内147

品目、輸出20品目、輸入42品目）が減少しました。 

こうした品目改廃の結果、企業物価指数・2020年基準の採用品目数は、国内企

業物価指数では、現行基準の746品目から515品目に、輸出物価指数では209品目

から184品目に、輸入物価指数では258品目から210品目となり、その総数は1,213

品目から909品目に変更となりました。 

新基準指数におけるウエイト対象総取引額のうち、採用商品が占める比率

（「採用商品カバレッジ」）をみると、旧基準と比べて、国内企業物価指数では採

用品目数の減少を主因として82.9％から81.3％に幾分低下しました。ただし、品

目分類編成の設定にあたっては、可能な限り他品目との統合によって価格調査

を継続したことなどから、カバレッジは高い水準を維持しています。同様に、輸

入物価指数のカバレッジについても、旧基準と比べて、75.5％から74.9％に幾分

低下しました。一方、輸出物価指数については、現行と比べて、採用品目数は減

少したものの、既存の採用品目の取引額が増加したことや、新規品目を採用した

ことから、カバレッジは70.5％から72.3％に上昇しました。 

 

                                                   

2 品目分類編成の設定方針の見直しにあたっては、①従来の独自分類を原則として取り止め、

可能な限り工業統計や産業連関表（SNA コモ 6 桁分類）と対応した分類となるよう、品目

統合のほか、品目の組み替え・範囲変更を実施したほか、②国内企業物価指数（PPI）では、

品目採用基準の目安を、従来の「対象取引額の 1 万分の 1」から「同 1 万分の 3」へと引き

上げました。 

本見直しの背景や考え方については、日本銀行調査統計局「企業物価指数・2020 年基準

改定の基本方針」（日本銀行調査論文、2021 年 3 月）および日本銀行調査統計局「企業物価

指数・2020 年基準改定の最終案」（日本銀行調査論文、2021 年 12 月）をご覧ください。 
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２－２．調査価格数 

こうした品目分類編成のもとで、今回の基準改定においても、過去と同様に、

指数精度の維持・向上に不可欠な調査価格の入れ替え作業を着実に進めました

（図表 3）。新基準では、678 の調査価格を新規採用しました。これは、自動車の

電動・電装化や環境意識の高まりといった、経済・産業構造の変化への対応とし

て新たな財を取り込んだことに加え、外部データの一層の活用を進めたことが

背景です3。一方、廃止した調査価格は 2,397 となりました。これは、統合品目に

おいて調査価格構成の適正化を進めたことや、採用基準に満たず廃止した品目

において価格調査を取り止めたことが主因です4。この結果、新基準の調査価格

数は 6,888 と、旧基準の 8,607 から減少しています。ただし、1 品目あたりの調

査価格数は、旧基準の 7.1 から 7.6 に増加しており、品目内の調査価格数はむし

ろ拡充されています。 

 

２－３．ウエイト 

新基準のウエイトは、「最終案」でお示ししたとおり、2020 年が新型コロナウ

イルス感染症の影響を大きく受けている年であることを踏まえ、「2019 年と 2020

年の平均値」を採用しました。新基準のウエイトについて上位の類別をみると、

「輸送用機器」、「飲食料品」など、旧基準（2015 年ウエイト）から顔ぶれはほ

とんど変わっていません（図表 4）。 

そのうえで、新基準ウエイトの旧基準からの変化をみると、国内企業物価指数

では、類別「輸送用機器」は、高付加価値化に伴う単価上昇を映じて乗用車の取

引額が趨勢的に増加していることから、旧基準と比べてウエイトが上昇してい

ます。また、「はん用機器」は、建設需要の増加に伴う業務用エアコン等の取引

額の増加を反映して、ウエイトが幾分上昇しました。一方で、「電力・都市ガス・

水道」は、省エネルギー化の進展に加え、20 年春の感染症拡大の影響を受けた

取引額減少もあって、ウエイトが低下したほか、「石油・石炭製品」は、自動車

の燃費改善に伴うガソリン取引額の減少等を反映して、ウエイトが低下しまし

た。 

                                                   

3 新規採用の価格数は、過去の基準改定と比べて、幾分少なめにとどまっています。これは、

①過去と比べ、新規採用品目数が少なめにとどまったことに加え、②品目内の調査価格構成

について、基準改定以外の時期に見直しを行う比重が高まっていることも影響しています。 

4 統合品目内の調査価格構成を適正化する際には、調査価格を新規採用するケースもありま

したが、調査先企業の報告者負担を考慮して、既存の調査価格を廃止することで対応したケ

ースが多くありました。 
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輸出物価指数では、「化学製品」のウエイトが上昇しました。これは、中国向

け化粧品の輸出が増加したことや、医薬品輸出が堅調に推移したことが主因で

す（図表 5）。一方で、「輸送用機器」は、20 年春の感染症拡大の影響を受けた完

成車・部品輸出の急減を反映して、ウエイトが低下しました。 

輸入物価指数では、「化学製品」は、医薬品の輸入増加を反映して、ウエイト

が上昇したほか、「電気・電子機器」は、タブレット端末を中心に表示装置・端

末装置の輸入が増加したことから、ウエイトが上昇しました。一方で、「石油・

石炭・天然ガス」は、省エネルギー化の進展等に伴い、液化天然ガスや原油の輸

入が趨勢的に減少したことから、ウエイトが低下しました。 

 

３．見直しを行った個別品目指数の動向 

本節では、今回の基準改定において見直しを行った個別品目の指数動向につ

いて、①新規品目、②見直しを行った既存品目、の順に説明します。 

 

３－１．新規品目 

今回の基準改定では、わが国の経済・産業構造の変化等を踏まえ、5 品目を新

規品目として設定しました。具体的には、国内企業物価指数では、類別「電子部

品・デバイス」において「センサデバイス」、輸出物価指数では、類別「電気・

電子機器」において「センサデバイス」、類別「化学製品」において「触媒」、輸

入物価指数では、類別「その他産品・製品」において「医療・衛生用プラスチッ

ク製品」および「医療・衛生用ゴム製品」を新設しました。 

① PPI・EPI「センサデバイス」 

今回の基準改定では、近年、各国で進む燃費等に関する環境規制への対応、自

動車の安全性能向上に向けた技術革新などを背景として、自動車の電動・電装化

の動きが加速していることを踏まえ、PPI・EPI「センサデバイス」を新設しまし

た。 

当該品目の新設にあたっては、品目範囲として含まれる商品種類、具体的には、

圧力センサ、慣性力センサ、磁界センサ、超音波センサの市場規模を業界統計等

から特定し、それぞれ代表性のある商品を生産している企業にご協力をいただ

きながら、調査価格の取得を進めました（図表 6）。また、用途については、車

載用を中心としつつ、産業用（社会インフラ向け）、通信機器用（携帯電話機向
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け）も品目範囲に含めることで、調査価格数の確保に努めました。なお、「セン

サデバイス」に含まれる各商品は、いずれも複雑な商流の中で生産されているた

め、品目範囲外の商品を取り込まないよう、調査価格の選定は慎重に行いました
5。 

こうして新設した指数の動きをみると、2021 年半ばまでは概ね横ばいで推移

していましたが、足もと、EPI では半導体の価格上昇に伴う値上げもみられてい

ます。今後も、自動車の電動・電装化の動きが進展する中、「センサデバイス」

の市場規模が拡大していくことが見込まれるため、引き続き、価格動向を適切に

捉えるよう努めてまいります。 

② EPI「触媒」 

今回の基準改定では、気候変動をはじめとする環境問題への意識の高まりを

受けて、近年、新興国において需要が拡大している「触媒」について、EPI の新

規品目として設定しました（図表 7）。 

指数の動きをみると、EPI「触媒」には、海外の化学プラント向けの製品が多

く含まれ、指数は比較的安定して推移しています。一方、既存品目の PPI「触媒」

では、排ガス浄化用製品が多く、原材料にこのところ市況が高騰している白金・

パラジウムを多く含むため、価格が大きく上昇しています。このように、同じ「触

媒」といっても、国内向けと輸出向けでは商品構成や価格推移が異なる点には留

意する必要があります。 

③ IPI「医療・衛生用ゴム製品」、IPI「医療・衛生用プラスチック製品」 

今回の基準改定では、新型コロナウイルス感染症に関連し、急激な市場の拡大

がみられた、「ゴム手袋」および「プラスチック手袋」について、それぞれ、IPI

の新規品目「医療・衛生用ゴム製品」および「医療・衛生用プラスチック製品」

として設定しました。 

指数の動きをみると、いずれの品目も、コロナ禍で需要が急増したことから、

2020 年後半以降、価格が上昇しましたが、その後は需給のひっ迫感が和らいだ

様子も窺われます。 

 

                                                   

5 例えば、車載用の超音波センサについてみると、ECU（エレクトロニック・コントロール・

ユニット）が付随しない場合は、品目「センサデバイス」に含まれますが、ECU が付随する

場合は、品目「コントロールユニット」に含まれます。実査においては、調査先企業からの

ご協力をいただきながら、こうした子細な検討を日々行っています。 
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３－２．見直しを行った既存品目 

このほか、既存品目でも、経済・産業構造の変化に対応し、新たな財の取り込

みを行いました。また、一部の品目では、外部データ（他機関統計や他機関によ

るデータベースから得られるデータ）を活用しました。 

① 新たな財の取り込み 

今回の基準改定では、経済・産業構造の変化への対応として、前述した自動車

の電動・電装化、環境意識の高まり、新型コロナウイルス感染症に加え、ICT の

高度化・デジタル化、高齢化・人手不足等、幾つかのキーワードに着目して、新

たな財を取り込みました。その際、新規品目の設定だけでなく、既存品目におい

ても、調査価格の拡充を進めました。 

調査価格の拡充を行った品目のうち、特徴的な変化がみられたものを幾つか

ご紹介します（図表 8）。第 1 に、PPI「コントロールユニット」では、自動車の

電動・電装化の動きに対応して、ハイブリッド車用の駆動システム等を新たに取

り込みました。指数の動向をみると、旧基準と比べ、新基準指数が下回って推移

しています。これは、商品の普及に伴い研究開発費の回収が可能となったため、

その分、値下げが行われたことが背景です。 

第 2 に、IPI「携帯電話機」では、ICT の高度化・デジタル化への対応として、

5G 対応のスマートフォンを新たに取り込みました。指数の動向をみると、旧基

準と比べ、新基準指数が下回って推移しています。これは、5G 対応のスマート

フォンが普及するもとで、品質向上に伴う実質値下げがみられたことが影響し

ています。 

第 3 に、PPI「衛生材料」では、新型コロナウイルス感染症に関連し、今後も

一定の国内生産が見込まれる、不織布マスクを新たに取り込みました。指数の動

向をみると、需給が安定しない場面では、価格動向に振れもみられますが、マス

クへの需要が底堅いもとで、新基準指数は、旧基準を幾分上回って推移していま

す。 

② 外部データの活用 

今回の基準改定では、報告者である企業の負担軽減を企図して、一部の品目に

おいて、外部データの一層の活用を検討しました。その結果、「最終案」でお示

ししたとおり、PPI「コンクリートブロック」、EPI「メチルメタクリレート」、IPI

「なたね」など、新たに 12 品目（国内 2 品目、輸出 5 品目、輸入 5 品目）に外

部データを導入しました。外部データの採用にあたっては、従来と同様に、①外
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部データの採用コストに見合うだけの効果（報告者負担や調査事務負担の軽減）

につながるか、②外部データの質が、調査先調査による調査価格と同水準以上と

なるか、という点を確認しました。 

外部データを導入した品目の指数動向をみると、EPI「トルイレンジイソシア

ネート」、IPI「熱延広幅帯鋼」、IPI「なたね」といった多くの品目において、新

基準指数が、旧基準指数と同等の動きとなっています（図表 9）。また、PPI「道

路用コンクリート製品」の新基準指数をみると、旧基準指数と同じトレンドを捕

捉しつつ、振れは抑制されています。これは、新規に導入する外部データ（建設

物価調査会「Web 建設物価」）はサンプル数が多く、カバーする地域も広範であ

ることが影響していると考えられます。このように、外部データの導入により、

調査先調査による調査価格と同水準以上の指数精度が得られたほか、一部の調

査価格を廃止できたため、報告者負担の軽減にもつながりました。 

 

４．総平均指数の変化に関する分析 

本節では、2020 年 1 月から 2022 年 3 月までの新基準指数の総平均の動向につ

いて、旧基準指数と比較しながら、変化の要因について分析します。 

 

４－１．国内企業物価指数 

新基準における国内企業物価指数の総平均の動きをみると、指数・前年比とも

に、旧基準と概ね同様の動きとなっています（図表 10）。やや子細にみれば、新

基準における総平均の前年比は幾分下振れており、その下振れ幅は、2021 年 1

月から 2022 年 3 月の平均で▲0.3％ポイントとなっています。 

新基準指数と旧基準指数の総平均について前年比（2021年 1月～2022年 3月）

を比較し、両者の乖離について要因分解を行います。総平均前年比の新旧乖離は、

基準改定の内容に応じて、①ウエイト効果（最新のウエイトに更新することによ

る効果）、②リセット効果（新基準年の指数水準を 100 にリセットすることによ

る効果）、③品目改廃効果（新規品目の採用、既存品目の廃止による効果）、④品

目指数改定効果（既存品目の調査価格内容を見直した結果、新旧指数の前年比に

差が生じたことによる効果）、という 4 つに分解できます（図表 11）。 

国内企業物価指数について、要因分解の結果をみると、ウエイト効果の押し下

げ寄与（▲0.4％ポイント）を主因に、総平均の前年比は、2021 年 1 月～2022 年

3 月の平均で▲0.3％ポイントの下振れとなりました（図表 12）。なお、品目改廃
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効果は小幅の押し下げ寄与（▲0.1％ポイント）となった一方、リセット効果お

よび品目指数改定効果は小幅の押し上げ寄与（ともに、＋0.1％ポイント）とな

りました。 

下振れの主因となったウエイト効果について、類別ごとに分解すると、「石油・

石炭製品」および「化学製品」が大きく寄与しています（図表 13）。両類別では、

国際商品市況の上昇に伴い、2021 年 1 月～2022 年 3 月の前年比が大幅にプラス

となっていましたが、基準改定に伴いウエイトが減少したため、総平均へのプラ

ス寄与が大きく下振れました。 

このほか、押し下げ寄与となった品目改廃効果についてみると、「化学製品」

および「非鉄金属」が押し下げに寄与しています。これには、国際商品市況の上

昇に伴い、前年比プラスとなっていた品目「パラキシレン」および「銅合金地金」

が廃止となったことが影響しています。 

一方、押し上げ寄与となったリセット効果については、「石油・石炭製品」が

押し上げに寄与しています。これには、同類別において旧基準指数の 2020 年の

指数水準が 100 を下回っており、かつ、2021 年 1 月～2022 年 3 月の前年比がプ

ラスとなっていたため、2020 年の指数水準を 100 にリセットすると押し上げ寄

与となりました。 

さらに、押し上げ寄与となった品目指数改定効果については、「鉄鋼」および

「生産用機器」が押し上げに寄与していますが、いずれも総平均への寄与度とし

ては 0.02～0.03％程度にとどまっています。 

 

４－２．輸出物価指数 

新基準における輸出物価指数の総平均の動きをみると、指数・前年比ともに、

旧基準と概ね同様の動きとなっています（図表 14）。やや子細にみれば、新基準

における「総平均」の前年比は幾分下振れており、その下振れ幅（円ベース）は、

2021 年 1 月から 2022 年 3 月の平均で▲1.0％ポイントとなっています。 

輸出物価指数について、要因分解の結果をみると、PPI と同様に、ウエイト効

果の押し下げ寄与（▲1.4％ポイント）を主因に、総平均の前年比は、2021 年 1

月～2022 年 3 月の平均で▲1.0％ポイントの下振れとなりました（図表 15）。な

お、品目改廃効果は小幅の押し下げ寄与（▲0.2％ポイント）となった一方、リ

セット効果および品目指数改定効果は押し上げ寄与（それぞれ、＋0.2％ポイン

トおよび＋0.4％ポイント）となりました。 
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下振れの主因となったウエイト効果について、類別ごとに分解すると、「化学

製品」および「その他産品・製品」が大きく寄与しています。「化学製品」では、

国際商品市況の上昇に伴い、2021 年 1 月～2022 年 3 月の前年比が大幅にプラス

となっていた品目「塩化ビニルモノマー」等において、基準改定に伴いウエイト

が減少したため、総平均へのプラス寄与が大きく下振れました。また、「その他

産品・製品」では、品目「炭素・黒鉛製品」において、趨勢的な輸出増加からウ

エイトは上昇したものの、近年、新興国での同商品の供給体制が強化されたこと

もあって、2021 年以降の価格は反落し、前年比マイナスとなったことが影響し

ました。 

 

４－３．輸入物価指数 

新基準における輸入物価指数の総平均の動きをみると、指数・前年比ともに、

旧基準と概ね同様の動きとなっています（図表 16）。やや子細にみれば、新基準

における「総平均」の前年比は幾分下振れており、その下振れ幅（円ベース）は、

2021 年 1 月から 2022 年 3 月の平均で▲1.4％ポイントとなっています。 

輸入物価指数について、要因分解の結果をみると、ウエイト効果の押し下げ寄

与（▲1.9％ポイント）を主因に、総平均の前年比は、2021 年 1 月～2022 年 3 月

の平均で▲1.4％ポイントの下振れとなりました（図表 17）。なお、品目改廃効果

は小幅の押し下げ寄与（▲0.1％ポイント）となった一方、リセット効果および

品目指数改定効果は押し上げ寄与（それぞれ、＋0.3％ポイント、＋0.4％ポイン

ト）となりました。 

下振れの主因となったウエイト効果について、類別ごとに分解すると、「石油・

石炭・天然ガス」が大きく寄与しています。同類別では、国際商品市況の上昇に

伴い、2021 年 1 月～2022 年 3 月の前年比が大幅にプラスとなっていましたが、

基準改定に伴いウエイトが減少したため、総平均へのプラス寄与が大きく下振

れました。 

リセット効果は、「石油・石炭・天然ガス」で大きく押し上げに寄与していま

す。同類別において、旧基準指数の 2020 年の指数水準が 100 を大きく下回って

おり、かつ、2021 年 1 月～2022 年 3 月の前年比がプラスとなっていたため、2020

年の指数水準を 100 にリセットすると押し上げ寄与となりました。 
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４－４．パーシェ・チェック 

企業物価指数のように、ウエイトを基準時点で固定する固定基準ラスパイレ

ス指数では、価格や取引数量が基準時点から乖離していくほど、指数が実態を反

映しない度合いが強まることが、理論的に知られています。例えば、ある財の価

格が下落（上昇）するとともに、取引数量が増加（減少）する場合には、ウエイ

トが基準時点から変わらない固定基準ラスパイレス指数では、この財の下落（上

昇）の影響は実態よりも小さく（大きく）なることから、総平均は実態よりも強

めの動きとなります。 

こうした固定基準ラスパイレス指数の問題の大きさを把握するため、基準改

定に際しては、パーシェ・チェックを実施しています6。今回、2020 年平均の指

数を対象にパーシェ・チェックを実施したところ、国内企業物価指数における乖

離率（（パーシェ指数－固定基準ラスパイレス指数）÷固定基準ラスパイレス指

数×100）は▲0.5％と引き続き小さめとなり、過去の基準改定時と比較して、今

回の固定基準ラスパイレス指数の問題はさほど大きくないことが分かります

（図表 18）。また、輸出・輸入物価指数における乖離率（▲1.3％、▲2.5％）も、

過去数回の基準改定時と比べて小さいものとなっています。こうした結果は、前

節で説明したように、今回の基準改定に伴う新旧基準指数の乖離幅がさほど大

きくないことと整合的であると考えています。 

 

４－５．連鎖方式による国内企業物価指数 

今回の基準改定では、基本分類指数のウエイトに「2019年と2020年の平均値」

を採用しました。この背景としては、新型コロナウイルス感染症の影響から、新

しい基準年となる 2020 年は国内外の経済活動が大きく変動し、それがハードデ

ータでも確認できたことが主因です。「2019 年と 2020 年の平均値」の妥当性を

確認していくためには、今後も、ウエイトの変化についてデータを確認していく

必要があります。この点、国内企業物価指数では、参考指数として「連鎖方式に

よる国内企業物価指数」（以下、連鎖指数）を公表しています。連鎖指数では、

ウエイト更新を毎年行うことを一つの特徴としており、これを同時にみていく

ことが有益と考えられます7。 

                                                   

6 パーシェ・チェックとは、旧基準の固定基準ラスパイレス指数と比較時点のウエイトを用

いて集計した指数（パーシェ指数と呼ばれます）の動きを比較するものです。 

7 「最終案」でもお示ししたとおり、連鎖指数については、これまでと同様に、基本分類

指数との比較を容易にするため、指数の基準時を 2020 年とし、基準年（2020 年、t=0）

のウエイトには基本分類指数と同じ「2019 年と 2020 年の平均値」を適用しました。2021

年以降のウエイトの算定年次についても、これまでと同様に、指数計算年（t 年）の前年
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今回、連鎖指数において、2020 年のウエイト計算を行い、これを 2021 年以降

に反映しました8。ウエイトの変化を各類別でみると、「飲食料品」（144.6→148.2、

＋3.6 ポイント）、「農林水産物」（40.3→42.8、＋2.5 ポイント）などでは、ウエイ

トが上昇しました。一方、「石油・石炭製品」（52.8→46.9、▲5.9 ポイント）、「輸

送用機器」（150.9→148.8、▲2.1 ポイント）などでは、ウエイトが低下しました

（図表 19）。 

連鎖指数の総平均の前年比をみると、基本分類指数と比べて、2021 年 1 月～

2022 年 3 月の平均で▲0.6％ポイント下振れました。同期間の前年比が大幅なプ

ラス（＋30.3％）となっていた「石油・石炭製品」において、コロナ禍のもとで、

2020 年のウエイトが低下したことが影響しています。 

 

５．ＦＤ－ＩＤ指数の動向 

５－１．集計指数の再編 

「最終案」でお示ししたとおり、今回の基準改定にあわせて、物価統計の集計

指数に関する再編（スクラップ＆ビルド）を実施します（図表 20）。具体的には、

財・サービス価格を統合した新しい需要段階別指数である、「最終需要・中間需

要物価指数（FD-ID 指数）9」をサテライト指数として新設する一方、既存の「CGPI

需要段階別・用途別指数」や「製造業部門別投入・産出物価指数（IOPI）」の作

成・公表は取り止めます10。すなわち、「CGPI 需要段階別・用途別指数」は、5 月

16 日に公表した企業物価指数・2022 年 4 月速報をもって、「製造業部門別投入・

産出物価指数（IOPI）」は、5 月 30 日の公表分をもって、それぞれ更新停止とな

ります。この点に関連し、「CGPI 需要段階別・用途別指数」のうち、投資財指数

については、土地収用法等の幾つかの政省令に記載があるなど強いユーザーニ

                                                   

（t-1 年）とします 。例えば、2021 年指数のウエイト算定年次は「2020 年」、2022 年指

数のウエイト算定年次は「2021 年」を適用します。 

8 データ入手の関係でウエイトの更新が遅れる場合は、一定期間、前々年（t-2 年）のウエ

イトを暫定的に使用します。その後、利用可能となったところで前年（t-1 年）のウエイト

に切り替え、指数の遡及訂正を実施します。 

9 詳細については、井上萌希・川上淳史・高川泉・中野将吾・増島綾子・武藤一郎「財・

サービス価格の統合：わが国における FD-ID 型物価指数の作成」（日本銀行ワーキングペ

ーパーシリーズ、No.21-J-1、日本銀行、2021 年 1 月）をご参照ください。 

10 集計指数の再編の実施については、統計ユーザーの利便性を踏まえ、「最終案」に加えて、

以下のとおり、日本銀行ホームページ上でもお知らせしています。 

「企業物価指数・2020 年基準改定に伴う集計指数の再編について」（2021 年 12 月 20 日） 

https://www.boj.or.jp/statistics/outline/notice_2021/not211220a.htm/ 
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ーズが確認されたため、別途、2020 年基準・企業物価指数の参考指数として、

作成・公表を継続する予定です。基準改定後、政省令の改正が行われ、ユーザー

ニーズが低下したと判断される場合には、基準中の更新停止も含めて検討して

まいります。 

新設する FD-ID 指数については、CGPI・2020 年基準改定の実施月である 6 月

に初回の公表（6 月 28 日）を行い、その後は、原則として毎月第 20 営業日頃に、

日本銀行のホームページで公表していく予定です。 

公表する FD-ID 指数の分類編成（公表する内訳項目等）は、「最終案」でお示

ししたとおりです。すなわち、本系列は、各ステージ指数と FD 指数、それぞれ

について①財／サービス別、②国内／輸入別に 109 系列を作成します。また、特

掲系列として、既存の需要段階別・用途別指数の最終財 3 系列（「最終財」「最

終財・資本財」「最終財・消費財」、いずれも国内品）について、接続指数とし

て公表します。これらをあわせると、全体では、計 112 系列を作成・公表しま

す。FD-ID 指数は加工度の高い二次統計であり、今後、産業連関表など元データ

となる統計の変更状況や将来のユーザーニーズの変化を踏まえ、FD-ID 指数の

分類編成や公表方法等については、柔軟に見直していく可能性があります。 

 

５－２．FD-ID 指数の動向 

新設した FD-ID 指数の動向について、説明します（図表 21、22）。 

ステージ 1～4 および FD の総合指数（2015 年＝100）について、2021 年以降

の動きをみると、国際商品市況の上昇などを反映して、生産フローの最上流に位

置するステージ 1 が最も大きく上昇しています。一方、川下のステージや FD 指

数ほど上昇ペースが緩やかとなっており、生産フローを経る過程で上流の価格

ショックが吸収されていく姿がみてとれます。ただし、FD指数の動きをみると、

足もとでは、川上の価格上昇に比べて緩やかながらも、財価格上昇が寄与するか

たちで、価格転嫁が進んでいることもみてとれます。 

また、ステージ 1～4 および FD 総合の前年比について、財・サービス別に寄

与度分解を行いました。ステージ 1 やステージ 2 といった川上部門では、エネ

ルギーの寄与が最も大きくなっていますが、ステージ 4 など川下ではエネルギ

ーの影響が小さくなっている姿がみてとれます。一方、ステージ 4 や FD など川

下になるにつれ、徐々にサービスの寄与度が大きくなっています。 

このように FD-ID 指数は、わが国経済全体の需給環境や、生産フローを通じ

た物価変動の波及プロセスを把握するうえで、これまで以上に有益な情報を提
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供することが期待されます。今後、FD-ID 指数の作成・公表を開始し、データが

蓄積するに伴い、同指数を使った分析や知見が深まっていくことを期待してい

ます。 

 

５－３．需要段階別・用途別指数との比較 

前述のとおり、FD-ID 指数の特掲系列として、既存の需要段階別・用途別指数

の最終財 3 系列（「最終財」「最終財・資本財」「最終財・消費財」、いずれも

国内品）について、接続指数として公表します。これは、根強いユーザーニーズ

があったことに加え、FD 指数の内訳項目を用いることで代替可能と考えられる

ためです。 

FD-ID 指数は、財だけでなくサービスも集計対象に含むなど、需要段階別・用

途別指数とは価格概念や対象範囲が厳密には異なりますが、既存の需要段階別・

用途別指数の一部代替となり得るものです。例えば、FD-ID 指数の「ステージ 1

の財」は、生産フローの最上流部門に投入される財であり、需要段階別・用途別

指数の「素原材料」と概念上も似通っており、その指数動向も概ね同じ動きとな

っています（図表 23）11。また、需要段階別・用途別指数の「中間財」について

は、中間需要段階の川中・川下に位置するステージ 2～4 の財指数が概念上近く、

「ステージ 2～4 の財の平均」の動きをみても、需要段階別・用途別指数の「中

間財」と指数の動向が類似しています。このように、分析ニーズによっては、こ

れらを接続して長期的な動きを比較していくことも可能と考えられます。 

 

６．公表スケジュール 

今後の公表スケジュールとしては、本調査論文「企業物価指数・2020 年基準

改定結果」の公表日（6 月 3 日）に、過去の新基準指数（2020 年 1 月から 2022

年 4 月）の時系列データ等を公表します（図表 24）。 

6 月 10 日に公表を予定している CGPI の 5 月速報からは、旧基準指数に代え

て、新基準指数の公表を開始します。また、6 月 28 日には、FD-ID 指数の公表

を開始します12。 

                                                   
11 需要段階別・用途別指数における「素原材料」とは、「第 1 次産業で生産された未加工

の原材料、燃料で生産活動のため使用、消費されるもの」。「中間財」とは、「加工過程を

経た製品で、生産のためにさらに使用、消費される原材料、燃料・動力および生産活動の

過程で使用される消耗品」。 

12 なお、「最終案」でご説明した、「政府統計オンライン調査総合窓口」を利用したオンライ
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７．おわりに 

今回の基準改定にあたっては、調査にご協力いただいている企業のほか、貴重

なコメントをいただいた学界関係者やエコノミスト、さらには官公庁や業界団

体の皆様方から、それぞれ多大なご協力をいただきました。この場をお借りし、

あらためて厚く御礼申し上げます。 

日本銀行では、基準改定後も、調査価格の入れ替えや価格調査方法、品質調整

方法の見直しを通じて、物価指数をより良いものにするため、不断に検討を重ね

てまいります。皆様方には、引き続き、日本銀行の統計作成業務に対し、様々な

観点からのご意見を賜りますよう、お願い申し上げます。 

以  上 

 

                                                   

ン調査（短観と同様の方法）については、2022 年度中に開始するために、各種システム対

応を含め、準備を進めています。 
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